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そこで、本報告書は 2 部構成でまとめた。まず第 1 部は、訪問先である小値賀島に関す





























































































図表 1 外海に浮かぶ長崎県小値賀島の位置 
 












 9月 9日朝、佐世保から高速フェリーに乗り 11時前に小値賀港へ到着した。 
なお、4日間（9月 8日～11日）にわたる見学調査の日程は、下記の通りである1。 
                                                   
■ 往き（名古屋～長崎） 
2016年 9月 8日（木） 






9-10 日の 2 日間、前田さんをはじめ「おぢかアイランドツーリズム」の 3 人、末永貴幸
（事務局長）さん、平田（島旅コンシェルジェ）さんにお世話になった。いずれも話し上
手で、気配りも行き届いており、その質の高さに感銘を受けた。 
9 月 9 日午後 13 時から 2 時間、前田さんのガイドで小値賀島巡りに出かけた。名所スポ
                                                                                                                                                     
16:57 神宮前 名鉄常滑線ミュースカイ・中部国際空港行  
18:10 セントレア ANA 名古屋(中部)＝長崎 19:35  
20:05 連絡バス(長崎−佐世保駅)・佐世保駅前行 6つの島である。 
21:00 佐世保到着 ビジネス金子ホテル  
 
■ 見学調査 
9 月 9日（金） 
    ホテルで朝食：帰りの切符を駅で購入 
09:20 佐世保発 九州商船「高速船シークィーン」 
10:45 小値賀港着 昼食 町内定食屋・寿司屋など 
13:00 小値賀島ガイドツアー   
16:00 民泊  
 
9 月 10日（土） 
07:25 野崎島へ 町営船はまゆう 町営船片道運賃 
08:00 野崎島ガイドツアー  
11:30 チャーター船で小値賀へ  
12:00 昼食 




9 月 11日（日） 
07:05 小値賀港発 九州商船「フェリーなるしお」 
08:45 佐世保港着 
10:43  佐世保 ＪＲ特急みどり 12号・博多行① 
12:34着 博多 



















































 昭和 30 年代に人口はピークを迎え、1 万人を超えた。漁業が盛んで、年収は 1 千万円以
上、4 千万円の人もいた。アワビは、1987 年が漁獲量のピークで 11 トンが獲れ、1 万円/1










人口は、昭和 40年代に 7千人に、1978年に 5千人へと減っていった。福江島には裁判所
があり、最盛期には 3万人であった。 










併したが、小値賀島は自立を貫いてきた。合併をめぐる町民投票は 3回行われ、1 回目 52：















軒×4人/軒）の受け入れができる。第 1期は 7 軒で始めた。 
 
地域づくりと人材育成 




























































民泊は 2005 年の規制緩和を機に、2006 年にスタートした。「島を何とかしなければ」と
いう危機感が背中を押したとみられる。キーマンの高砂（たかさご）さんが呼びかけて、
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 2007-9年に「アメリカの民間教育団体」（People to People：PTP）による国際親善大使派
遣プログラムの受入れを行った。アメリカ・カナダ等の高校生が世界各地に派遣されてお
り、小値賀島では民泊を中心に温かい心を込めてのおもてなしを実施し、2年続けて満足度
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できる。例えば、2017年 10月 22日の衆院選の小選挙区の投票率が県全体で 51.87％である
のに対し、大川村は 72.35％であったし6、それ以前の国政選挙を 3つほど遡っても同様の結
果になる（高知県全体の投票率が 5割前後であるのに対し、大川村は 7割弱）。 
この点、和田村長の発言以後、『大川村議会維持対策検討のためのアンケート調査』が 6
月 28日～7月 11日（7月 18日到着分までのものも累計）にわたり行なわれているが、361
人中 230 の回答がなされている（回答率 63.71％）。このアンケートの回答率は正に前述の
国政選挙時における大川村有権者の投票率とやはり近い数値であり、数字を見る限りにお
いては、必ずしも関心が薄いとはいえないと思われる。 
 ただし、年齢別回答者の内訳を見てみると、10 代 1 人、20 代 13 人、30 代 10 人、40 代





集（社会科学篇）47 巻 3号（2011）。 
5
 「町村総会「将来検討」4割 議会代替 議員担い手減 小規模町村調査」2017年 5月
29 日付毎日新聞 1面。 
6
 2017年 10月 23日付朝日新聞 17面（高知全県版）。 
 16 


























制定改廃請求（地方自治法 74 条）や議員や長の解職請求（地方自治法 80・81 条）などの
直接請求権、住民監査請求権（地方自治法 242 条、242 条の 2）、特別法に対する住民投票






                                                   
7
 長崎県小値賀町は 17 の島から構成されている自治体であり、住民登録人口は 2017年 9月
20 日現在、2,513人（1,227世帯、男性 1,177人、女性 1,336人）である。有人島は小値賀島、








































Discussion Paper No.111（名古屋学院大学総合研究所・2015） 
9
 その後、2017年 8月 3日から 5日にかけて、小値賀町を再訪し調査を行った。 
10
 早稲田大学マニフェスト研究所ホームページの議会改革調査部会＜





大賞実行委員会主催の第 11回マニフェスト大賞の優秀賞を受賞している（9 回・10 回も受
賞）11。その他にも例えば、全国町村議会議長会開催の平成 27 年度町村議会広報コンクー
ル（第 30 回）では、「おぢか議会だより 91 号」が奨励賞（企画・構成部門）を受賞（262
町村議会による応募の中。表彰は 2016年 2月 5日）12、平成 28年度町村議会広報コンクー
ル（第 31 回）では、上位 10 名が入選する賞に優良賞（第 7 位）として「おぢか議会だよ













を定める条例（平成 27 年 3 月 20 日条例第 18 号）」は、地方創生の推進を図るため、当分









号』（2016年 12月 26 日号）、20頁。第 9回は、2,223件、1,459団体応募の中、議会が町民
と共に議会版総合計画を策定した点に関して、優秀成果賞と審査委員会特別賞を受賞。詳
細は、『おぢか議会だより 90号』（2015年 1月 19日号）、2—3頁。第 10回は、選挙権年齢
引き下げを意識した子ども議会の取り組みが評価され、優秀シチズンシップ推進賞受賞。
詳細は、『おぢか議会だより 94号』（2016年 1 月 8日号）、16頁。 
12










 詳細は、小値賀町議会基本条例 9条と小値賀町議会通年の会期制条例。 
16
 『おぢか議会だより 91号』（2015年 3月 23 日号）、20頁。 
 19 
は約 65.3歳。因みに、議長が月額 255,000円、副議長が月額 198,000円、常任委員長が月額
184,000円、議会運営委員長が月額 184,000円となっている）。 
 実際、この条例制定後の選挙において 50歳以下の立候補者はいなく不発だったというニ
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 議会や委員会の傍聴が自由に認められている（小値賀町議会傍聴規則（平成 5 年 3 月 22
日議会規則第 1 号。最終改正：平成 28 年 6 月 24 日議会規則第 2 号）や小値賀町議会委員
会傍聴規則（平成 28 年 6月 24日議会規則第 3 号））。 
議会傍聴定員は 33人（子連れの傍聴も可）、委員会傍聴定員は第 1会議室 20人、第 2会
議室 5人、第 4会議室 10人、第 5会議室 5人となっているが、議会傍聴定員数を超えた場
合も別室で傍聴した例もあるし、委員会傍聴規則には「委員長は、特に定員を超えて傍聴













綱（平成 28年 10月 11日議会告示第 5号）1条）。 
この会は、1 年に 1 回開催され、開催を希望する農業、漁業、商工会、老人会、婦人会、
福祉関係団体、観光業及び産品開発関連団体、NPO 法人や PTAなど、これらに準ずる諸団
体等を対象としている。町の活性化の問題意識がある程度近い人たちが、比較的意見を出






年 3月 28日号）、19 頁。 
20
 『おぢか議会だより 92号』（2015年 7月 3日号）、6頁。傍聴者に採ったアンケートでは、
模擬公聴会に関して「おもしろかった 24人、おもしろくなかった 1人、このようなことを










力隊と意見交換、2015 年 11月 28日、30日、12月 2日に、地方創生を意識して、商工青年
部、農協青年部、I ターン者の方々と「人口を増やすための戦略」「仕事づくり」について
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 小値賀町議会基本条例 17条解説。 
22




 『おぢか議会だより 94号』（2016年 1月 8日号）、16頁。 
24
 『おぢか議会だより 98号』（2016年 12月 26 日号）、18—19頁。 
25
 『おぢか議会だより 90号』（2015年 1月 19 日号）、15頁。 
26



























成 28年 10月 11日議会告示第 6号）2条 1項）。これは“町民と共に歩む議会”実現のため
に町民の声を聴く取り組みの一つであるが、対象者もテーマも形式も自由である28。 






 『おぢか議会だより 96号』（2016年 6月 29日号）、12頁。この出前議会の詳細も議会だ
よりに掲載されるが、例えば、2017年度の出前議会については（『おぢか議会だより 100号』
（2017年 7月 28日号）、18頁）、「今年も出前議会 皆さんと共に町づくりを」という見出














ことになっている（議会基本条例 21条、小値賀町議会モニター設置要綱（平成 28年 10月
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 『おぢか議会だより 97号』（2016年 10月 3 日号）、2—3頁。 
30




























票方式）や副議長選挙（指名推選方式）まで付け加わっている36。平成 27 年度と 28年度の
主な進行は、１）議長選挙、２）会議録署名議員の指名、３）会期の決定、４）副議長の
                                                   
31
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 前掲・小値賀町議会事務局「平成 29年小値賀町子ども議会会議録」、8頁。 
 28 
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 小値賀中学校『値中だより』（2017年 2月 24 日）、1頁。 
42
 小値賀中学校『値中だより』（2017年 2月 24 日）、1頁。 
43











第 1章 総則（第 1条—第 7条） 
第 2章 能動的に行動する議会（第 8条—第 13条） 
第 3章 町民と共に歩む議会（第 14条—第 21条） 
第 4章 政策を提案する議会（第 22条—第 25条） 
第 5章 議会機能の充実と議会改革の推進（第 26条—第 36条） 
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 『おぢか議会だより 89号』（2014年 9月 22 日号）、14—15頁。 
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 長崎県が合併を推進する政策を打ち上げたことを契機として、2001 年 5 月に小値賀町で
も特別委員会が設置され、佐世保市との合併の是非をめぐる議論がなされた。2002 年 5 月
には宇久町とともに佐世保市との合併任意協議会に参加した。しかし 2003年 4月の町長選






4%BD%B5%E3%80%8D/、島田恵司「長崎 12．お隣の島に行く 合併しなかった島 －小
値賀」https://blogs.yahoo.co.jp/uii33971/56197109.html、田代雅彦「条件不利地におけるツー
リズム事業の発展要因 ―長崎県小値賀町の事例」
http://catalog.lib.kyushu-u.ac.jp/handle/2324/19517/p077.pdf（2017年 11月 20 日段階）など。 
52
 さまざまな紹介がされているが、以下を参照。「島をまるごと 観光資源化 地域」
http://www.env.go.jp/policy/keizai_portal/B_industry/frontrunner/reports/h27engine_31odikaislandt
ourism.pdf（2017年 11月 20日段階） 
 34 
挙で合併反対派の町長が当選し、その結果、2003 年 9 月に小値賀町は合併任意協議会を脱
退した。ただ、佐世保市との合併を望む声も多く、2004 年 3 月には住民投票条例の直接請
求がなされた。こうした町民の声を受け、2004 年 8 月に佐世保市との合併の賛否を問う住







 平成の合併については平成 20年 10月付で全国町村会が刊行した「「平成の合併」をめぐ































 「「平成の合併」をめぐる実態と評価」http://www.zck.or.jp/teigen/gappei-ma.pdf, 8頁。 
57
















 以上のような理由を挙げて、国は市町村合併を推進した。具体的には、「平成 12 年には
当時の与党であった自民党・公明党・保守党の与党行財政改革推進協議会において「基礎
的自治体の強化の視点で、市町村合併後の自治体数を 1000 を目標にする」61との方針が示
された。実際には、平成 11年 3月 31日段階で 3,232あった市町村が平成 22年 3月 31日に
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 「「平成の合併」をめぐる実態と評価」http://www.zck.or.jp/teigen/gappei-ma.pdf, 9頁。 
59
 「「平成の合併」をめぐる実態と評価」http://www.zck.or.jp/teigen/gappei-ma.pdf, 9頁。 
60
 「『平成の合併』について」http://www.soumu.go.jp/gapei/pdf/100311_1.pdf, 4頁。 
61
 「『平成の合併』について」http://www.soumu.go.jp/gapei/pdf/100311_1.pdf, 3頁。 
62


























































































1 日本経済の概観：この 20年 
























































































































で第 1 号店をオープンし、2 号店は福岡、3 番目になる札幌店は 2017 年に開店した。店で
出されるメニューは、それぞれの島の特産品や飲料であり、来訪した客は離島の認知度と
理解を高めることになる。また、店では、毎月、ひとつの島をクローズアップし、離島に
思いをはせるきっかけを与える。2017 年 7 月には、前年に訪問した小値賀島が紹介されて
いた。島の食材で稼ぎ（生産物の輸出）、来店客の関心を高め、島へ旅行客として呼び込む
































































この 19 年間に発行した報告書（1～18 号）に目を向けると、いろいろと変化してきてい
るのがわかる。その 1 つが、報告書の発行時期である。前半の 10 年間（1999-2008）、すな
わち産業構造研究会と産業ネットワーク研究会の時代は、翌年度の春学期に発行してきた。




名が他大学に移ってもなんとか維持し、2012 年までは 2 度にわたる韓国調査をはじめ多彩
な調査を行い報告書にまとめてきた。しかし、学外研究者へ研究費を融通することが難し
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 十名直喜[2002.6]「転機に立つ川口の鋳物と基盤的技術産業集積」 





































 柳川 隆[2006.7]「ヤギコーポレーションの先進的な事業戦略」 















 柳川 隆・児島完二[2008.8]「「ことでん」の再生と IC カード事業」 

















































































 この 19 年間（1～18 号）で、筆者が調査に参加できなかったのが 2 回（AC）、調査論文
を寄稿できなかったのが 3 回（ABC）ある。A 産業構造研究会(2) [2000]、B 産業ネットワ





 他方、1つの号に調査論文 2本を寄稿したのが 3回あり、拙稿は累計で 18本（19号を含
めると 19本）になる。このうち、さらに洗練化して名学大論集（社会科学）に寄稿したの


















































































5.1 地域・産業の 3層（7層）モデル化とその背景 
20 年にわたる産業地域調査と研究成果をどう体系的に整理するか。至難の業であるが、
それに挑戦するのも意味深いことのように思われる。その 1 つの試みが、「図表 1 地域・
産業の 3層（7層）モデル」である。 











                                                   
63ドフリース.R.[2016]（『食糧と人類』小川敏子訳、日本経済新聞社（Ruthe DeFries[2014]The 
Big Ratchet; How Humanity Thrives in the Face of Natural Crisis）。 
 52 
日本は 6852の島から構成される。そのうち、本州・北海道・九州・四国・沖縄の 5島が






































































































































































































 続いて、第 2 部では、本研究会発足時からのメンバーである児島と十名による、これま
での本研究会の研究活動を振り返るとともに、その到達点と今後の課題を整理する論文が
並ぶ。 
まず児島論文では、日本経済の変化と本研究会の研究対象の変遷についてまとめている。
本研究会が発足した 1997年以降、日本経済はバブル崩壊の不良債権処理の遅れによる金融
停滞、情報通信産業を中心とするハイテク産業の隆盛、大規模な規制緩和と市場原理主義
の広がり、平成の大合併による市町村の減少、リーマンショックの発生、そしてグローバ
リゼーションの拡大など、まさに激動の時代の中にあった。その経済的環境の変化に合わ
せた形で、鉄鋼や電力・自動車・造船などの重厚長大産業のリーディングカンパニー、技
術革新が応用される産業分野、地方自治体の取組み、中小企業経営へと本研究会の研究対
象を移し、偶然か必然か、いま日本が抱えるもっとも大きな課題の一つである“地方創生”、
より詳細には、その問題にもっとも早くに直面するだろうと思われる離島の研究にたどり
着いたことが時系列的に示されている。 
 
一方、十名論文は、これまで本研究会が発刊した研究調査報告書、および十名自身が執
筆した論文をもとに研究調査の経緯と特徴を詳細にまとめるともに、これまでの産業地域
調査とその研究成果の体系的な整理を試みている。特に時間と空間、有形と無形というベ
クトルでの分類を行っているところは彼独自の視点である。定年を間近に控えた十名は、
共同研究に短期間での効率や成果を求める学内研究環境の変化を憂慮し、地道で継続的な
共同研究の意義を強調する。何よりも、長年その共同研究に携わってきた十名の言葉、私
たちはしっかりと受け止め、今後の自らの研究のあり方を見つめ直さなければならない。 
 
（秋山 太郎） 
 
 
 
